
議 案 第 １０２ 号 

７  年 令 和 度

２ 

内 子 町 水 道 事 業 会 計 補 正 予 算

（ 第 号 ）

２ 収　　益　　的　　支　　出　　予　　算　　補　　正 

１ 水 道 事 業 会 計 補 正 予 算 総 則



（　総　　則　）

　第１条　令和７年度内子町の水道事業会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。

（収益的支出の補正）

（単位:千円）

　　　

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

　第３条　予算第８条に定めた経費の金額を、次のとおり改める。

（単位:千円）

 

令和７年１２月２日　提出

内子町長　小　野　植　正　久

経費名 既決予定額 補正予定額 計　

２６,６０５ ７８８ ２７,３９３（１）職員給与費

　第１項 営 業 費 用 ３９０,１９８

（　支　出　）

科　目 既決予定額

第２款 水 道 事 業 費 用 ４２６,９３５ ７８８ ４２７,７２３

補正予定額 計

７８８ ３９０,９８６

令和７年度　内子町水道事業会計補正予算（第２号）

　第２条　令和７年度内子町水道事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に定めた収益的支出の予定額を次のとおり

　　補正する。
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１

（１）

２

３

４

令和７年度 内 子 町 水 道 事 業 会 計 給 与 費 明 細 書

令和７年度 内 子 町 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

（ 附 属 資 料 ） 令和７年度内子町水道事業会計補正予算説明書（予算見積）

補 正 予 算 に 関 す る 説 明 書

令和７年度 内 子 町 水 道 事 業 会 計 補 正 予 算 実 施 計 画 書

収 益 的 支 出

令和７年度 内子町水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書



１  

（１）収益的支出

（支出） （単位：千円）

既決予定額 補正予定額 計 備 考

２ 水道事業費用 426,935 788 427,723
１ 営 業 費 用 390,198 788 390,986

５ 総 係 費 46,404 788 47,192 ○人事院勧告による増額

令和７年度 内子町水道事業会計補正予算実施計画書

項 目款
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２ 令和７年度　内子町水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

（単位：千円）

１ 　業務活動によるキャッシュ・フロー

（１） 当年度純利益（△は純損失） 1,621
（２） 減価償却費 211,871
（３） 固定資産除却費 3,000
（４） 引当金の増減額（△減少） 64
（５） 長期前受金戻入額 △ 99,116
（６） 受取利息 △ 3,100
（７） 支払利息 32,367
（８） 未収金の増減額（△は増加） 223,451
（９） たな卸資産の増減額（△は増加） △ 1,364

（１０） 未払金の増減額（△は減少） △ 23,804
小計 344,990

（１１） 受取利息 3,100
（１２） 支払利息 △ 32,367

業務活動によるキャッシュ・フロー 315,723

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

（１） 有形固定資産の取得による支出 △ 277,320
（２） 有価証券の取得による支出 △ 101,000
（３） 国庫補助金等による収入 99,819

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 278,501

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

（１） 企業債による収入 140,000
（２） 企業債の償還による支出 △ 150,904
（３） 他会計からの出資による収入 101,277

財務活動によるキャッシュ・フロー 90,373

資　金　増　減　額 127,595
資　金　期　首　残　高 1,237,530
資　金　期　末　残　高 1,365,125

（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）
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　１　一般職給

　　(1)　総　　括

管理職 時間外 退職

手　当 勤務手当 手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）（千円）

78 120 2,500 2,080

78 120 2,500 2,080

　（注）　・本年度の期末勤勉手当には、翌年度６月期末勤勉手当のうち本年度発生額である賞与引当金繰入額１，５５７千円が含まれる。
　　　　　・本年度の法定福利費には、翌年度６月期末勤勉手当支給に伴う法定福利費のうち本年度発生額である法定福利費引当金繰入額４６９千円
　　　　　が含まれる。

比 較 125 102 27

補 正 前 2,614 2,169 498 359 20

補 正 後 2,739 2,271 498 386 20

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

特殊勤務 管理職員特
児童手当

宿日直
手 当手　　当 別勤務手当

788

職員手当
の 内 訳

区 分
期末手当 勤勉手当 扶養手当 住居手当 通勤手当

比 較 534 254 788

補 正 前 4 12,086 10,438 22,524 4,081 26,605

（千円） （千円）

補 正 後 4 12,620 10,692 23,312 4,081 27,393

計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円）

３     令 和 ７ 年 度 内 子 町 水 道 事 業 会 計 給 与 費 明 細 書

区 分
職 員 数

給 与 費
法定福利費 合 計

備考報 酬 給 料 職 員 手 当
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ア　会計年度任用職員以外の職員

管理職 時間外 退職

手　当 勤務手当 手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）（千円）

78 2,500 1,670

78 2,500 1,670

備考報 酬 給 料 職 員 手 当 計

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

区 分
職 員 数

給 与 費
法定福利費

（千円）

合 計

補 正 後 3 10,145 9,144 19,289 3,368 22,657

（人）

補 正 前 3 9,752 8,937 18,689 3,368 22,057

比 較 393 207 600 600

職員手当
の 内 訳

区 分
期末手当 勤勉手当 扶養手当 住居手当 通勤手当

（千円）

特殊勤務 管理職員特 児童手当
宿日直
手 当手　　当 別勤務手当

1,824 498 362 20

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補 正 前 2,092 1,744 498 335 20

補 正 後 2,192

　（注）　・本年度の期末勤勉手当には、翌年度６月期末勤勉手当のうち本年度発生額である賞与引当金繰入額１，２６１千円が含まれる。
　　　　　・本年度の法定福利費には、翌年度６月期末勤勉手当支給に伴う法定福利費のうち本年度発生額である法定福利費引当金繰入額３９２千円
　　　　　が含まれる。

比 較 100 80 27
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イ　会計年度任用職員

管理職 時間外 退職

手　当 勤務手当 手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）（千円）

120 410

120 410

　（注）　・本年度の期末勤勉手当には、翌年度６月期末勤勉手当のうち本年度発生額である賞与引当金繰入額２９６千円が含まれる。
　　　　　・本年度の法定福利費には、翌年度６月期末勤勉手当支給に伴う法定福利費のうち本年度発生額である法定福利費引当金繰入額７７千円
　　　　　が含まれる。

比 較 25 22

補 正 前 522 425 24

補 正 後 547 447 24

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

特殊勤務 管理職員特 児童手当
宿日直
手 当手　　当 別勤務手当

188

職員手当
の 内 訳

区 分
期末手当 勤勉手当 扶養手当 住居手当 通勤手当

（千円）

713 4,548

比 較 141 47 188

713 4,736

（人）

補 正 前 1 2,334 1,501 3,835

補 正 後 1 2,475 1,548 4,023

区 分
職 員 数

給 与 費
法定福利費

（千円）

合 計
備考報 酬 給 料 職 員 手 当 計

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）
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(2)給料及び職員手当の増減額の明細

区 分 増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳 ( 千 円 ) 説 明 備 考

給 料 534

給 与 改 定 に 伴 う 増 減分

普 通 昇 給 に 伴 う 増 減分

昇給期間短縮に伴う増減分

職員手当 254
制 度 改 正 に 伴 う 増 減分

そ の 他 の 増 減 分 534 ○人事院勧告による増額

そ の 他 の 増 減 分 254 ○人事院勧告による増額
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４　

資 産 の 部

（単位：千円）

１　固　定　資　産

 （１）　有 形 固 定 資 産

  　イ　土　　　地 46,747

 　 ロ　立　木　建　物 1,028,913

    　  減 価 償 却 累 計 額 △ 273,122 755,791

  　ハ　構　築　物 7,922,101

    　  減 価 償 却 累 計 額 △ 2,555,747 5,366,354

 　 ニ　機 械 及 び 装 置 674,808

    　  減 価 償 却 累 計 額 △ 470,785 204,023

  　ホ　工 具 ・器 具 及 び 備 品 790

    　  減 価 償 却 累 計 額 △ 761 29

  　ヘ　建 設 仮 勘 定 461,617

有  形  固  定  資  産  合  計 6,834,561

 （２）　無 形 固 定 資 産

  　イ　電 話 加 入 権 95

無  形  固  定  資  産  合  計 95

（令和８年　３月３１日）

令 和 ７ 年 度 内 子 町 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表
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 （３）　投 資 そ の 他 の 資 産

  　イ　投　資　有　価　証　券 397,516

  　ロ　定　期　預　金 100,000

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 497,516

固　 定 　資 　産 　合 　計 7,332,172

２　流　動　資　産

 （１）　現　金　預　金 1,365,125

 （２）　未　　収　　金 5,200

　　　　 貸　倒　引　当　金 △ 70 5,130

 （３）　貯　　蔵　　品 7,318

流   動   資   産   合   計 1,377,573

資　　  産　  　合　　  計 8,709,745

負 債 の 部

（単位：千円）

３　固　定　負　債

 （１）　企　業　債
 　　イ　建設改良等の財源に充てる
　　　　ための企業債 2,484,537

企 　業 　債   合   計 2,484,537

固    定    負    債    合    計 2,484,537
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４　流　動　負　債

 （１）　企　業　債

 　　イ　建設改良等の財源に充てる
　　　　ための企業債 151,260

企　 業 　債   合   計 151,260

 （２）　未　払　金 144,040

 （３）　引　当　金

  　イ　賞 与 引 当 金 1,557

  　ロ　法 定 福 利 費 引 当 金 469

引　 当 　金   合   計 2,026

 （４）　そ の 他 流 動 負 債 524

流   動   負   債   合   計 297,850

５　繰　延　収　益

 （１）　長　期　前　受　金

 　 イ　補　助　金 1,969,456

    　  収　益　化  累  計  額 △ 519,625 1,449,831

  　ロ　受 贈 財 産 評 価 額 1,597,841

    　  収　益　化  累  計  額 △ 449,114 1,148,727

 　 ハ　工  事  負  担  金 498,168

    　  収　益　化  累  計  額 △ 279,484 218,684

  　ニ　そ の 他 長 期 前 受 金 183,831

    　  収　益　化  累  計  額 △ 94,706 89,125

繰　延　収　益  合  計 2,906,367

負　 　 債　  　合　  　計 5,688,754
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資 本 の 部

（単位：千円）

６　資　　本　　金

 （１）　資　 本　 金 2,676,502

資　 本 　金 　合 　計 2,676,502

７　剰　　余　　金

 （１）　資 本 剰 余 金

  　イ　補　  助  　金 2,300

  　ロ　工 事 負 担 金 215

  　ハ　受 贈 財 産 評 価 額 5,086

資  本  剰  余  金  合  計 7,601

 （２）　利 益 剰 余 金

  　イ　減 債 積 立 金 125,267

  　ロ　利 益 積 立 金 80,000

  　ハ　建 設 改 良 積 立 金 130,000

  　ニ　当年度未処分利益剰余金 1,621

利 益 剰 余 金 合 計 336,888

剰　 余　 金 　合 　計 344,489

資　  本    合    計 3,020,991

負   債   ・   資   本   合   計 8,709,745
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（附属資料）

（単位：千円）

既 決 補 正

予 定 額 予 定 額 金 額

２ 426,935 788 427,723

１ 営 業 費 用 390,198 788 390,986

５ 総 係 費 46,404 788 47,192

１ 給 料 534

２ 手 当 254

○人事院勧告による増額

○人事院勧告による増額

備 考

水 道 事 業 費 用

区 分

支　　　　　出

款 項 目 計
節

令和７年度　内子町水道事業会計補正予算説明書（予算見積）

収　益　的　支　出
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	　　令和７年度　内子町水道事業会計補正予算（第２号）
	　　　総則
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	　　　　１　実施計画書
	　　　　２　キャッシュ・フロー計算書　
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